
(証券コード 3433)
平成27年６月３日

株 主 各 位
神戸市東灘区深江北町四丁目13番４号

代表取締役
社 長 三 船 法 行

　
第64回定時株主総会招集ご通知

　
拝啓 平素は格別のご高配を賜り厚く御礼申しあげます。
　さて、当社第64回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご出席くだ
さいますようご通知申しあげます。
　なお、当日ご出席願えない場合には、書面にて議決権を行使することができます
ので、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、同封の議決権行使書
用紙に賛否をご表示いただき、平成27年６月23日午後５時までに到着するよう
ご送付いただきたくお願い申しあげます。

敬 具
記

１.日時 平成27年６月24日（水曜日）午前10時

２.場所 神戸市中央区港島中町六丁目10番地１
ポ ー ト ピ ア ホ テ ル 本 館 地 下 １ 階 偕 楽 の 間
(前回と会場が異なりますので、お間違えのないようご注意願います。)

３.目的事項

報告事項 1. 第64期（平成26年４月１日から平成27年３月31日まで）事

業報告、連結計算書類および計算書類の内容報告の件

2. 第64期（平成26年４月１日から平成27年３月31日まで）会

計監査人および監査役会の連結計算書類監査結果報告の件

決議事項

第１号議案 剰余金の処分の件

第２号議案 取締役12名選任の件

第３号議案 監査役１名選任の件

第４号議案 取締役の報酬額改定の件

以 上

◎ 当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付へご提出くださいま
すようお願い申しあげます。

◎ 事業報告、連結計算書類、計算書類および株主総会参考書類の記載すべき事項を修正する
必要が生じた場合は、修正後の事項をインターネット上の当社ウエブサイト
（http://www.tocalo.co.jp）に掲載いたしますのでご了承ください。
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(添付書類)

事 業 報 告

（平成26年４月１日から
平成27年３月31日まで）

１．企業集団の現況に関する事項
　(1) 事業の経過および成果

当連結会計年度の国内経済は、消費増税や天候不順の影響により個人消費等に
弱さが見られたものの、政府の景気刺激策や日銀の金融政策などを背景として企
業収益や雇用環境が改善に向かい、緩やかな回復基調となりました。

このような状況のもと、当社主要の溶射加工部門では、半導体・液晶分野向け
加工がスマートフォンの普及に伴う増産投資や高機能皮膜の採用により大きく伸
長し、溶射加工部門全体の売上を力強く牽引しました。また、産業機械分野向け
加工も、中国向け高速鉄道・国内向け新幹線用ベアリングや火力発電所のボイラ
関連の受注が増加したことから好調に推移しました。鉄鋼分野向け加工は、鋼材
の国内需要が低迷する中で、電炉メーカーの受注が好調により売上を確保しまし
た。その他の分野では、国内での製油所や化学プラントの閉鎖に伴い石油化学関
連の受注が減少したものの、非鉄金属関連の新規受注により小幅の増収となりま
した。
当社の溶射周辺技術部門においては、鉄鋼圧延ライン部品や自動車部品向けの

ＰＴＡ処理加工が増加しましたが、自動車用金型向けのＴＤ処理加工が減少した
影響で減収となりました。

連結子会社の売上高につきましては、国内では切削工具・建機関連の金型が好
調で日本コーティングセンター株式会社が貢献し、海外では半導体市場の拡大に
伴って漢泰国際電子股份有限公司（台湾）と東賀隆(昆山)電子有限公司（中国）
が好調に推移するなど、全連結子会社が前年を大幅に上回り、グループ全体の増
収に寄与しました。

収益面においては、当社グループは加工プロセスの見直しなどコスト削減に努
め、収益力向上に継続的に取り組んでまいりました。

この結果、当連結会計年度における当社グループの業績は、売上高は前年同期
比34億69百万円（15.4％）増の260億68百万円、営業利益は前年同期比10億84百
万円（31.1％）増の45億68百万円、経常利益は前年同期比12億33百万円（33.7
％）増の48億89百万円、当期純利益は前年同期比８億55百万円（39.3％）増の30
億30百万円となりました。
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　 ＜部門別営業の状況＞
　 [溶射加工部門]

溶射加工部門においては、スマートフォンの普及を追い風に半導体・液晶分
野の受注が大幅に拡大したほか、産業機械分野でも高速鉄道用ベアリング等の
加工が好調に推移し、当部門の売上高は前年同期比28億52百万円（17.5％）増
の191億76百万円となりました。

　 [TD処理加工部門]
ＴＤ処理加工部門の売上高は、自動車用金型向け加工の受注が減少したこと

から、前年同期比55百万円（5.9％）減の８億80百万円となりました。
　 [ZACコーティング加工部門]

ＺＡＣコーティング加工部門の売上高は、大型の受注案件が獲得できず、前
年同期比７百万円（1.7％）減の４億48百万円となりました。

　 [PTA処理加工部門]
ＰＴＡ処理加工部門の売上高は、鉄鋼圧延ライン部材等や自動車部品向けの

加工が増加し、前年同期比31百万円（7.8％）増の４億27百万円となりました。
　 [PVD処理加工部門]

ＰＶＤ処理加工部門（国内連結子会社、日本コーティングセンター株式会
社）の売上高は、切削工具・建機関連の受注が好調に推移したことなどから、
前年同期比１億22百万円（6.7％）増の19億49百万円となりました。

　 [その他の部門(海外連結子会社)]
半導体・液晶関係を取り扱う漢泰国際電子股份有限公司と東賀隆(昆山)電子

有限公司が好調に推移するなど、全海外連結子会社が増収を達成し、その売上
高合計は前年同期比５億26百万円（19.8％）増の31億85百万円となりました。

部 門

前 期 当 期 前期比増減

金 額
(百万円)

構成比
(％)

金 額
(百万円)

構成比
(％)

金 額
(百万円)

溶 射 加 工 16,323 72.2 19,176 73.6 2,852

(半導体・液晶) (6,054) (26.8) (8,380) (32.2) (2,326)

(産 業 機 械) (3,368) (14.9) (3,752) (14.4) ( 383)

(鉄 　 鋼) (2,988) (13.2) (3,041) (11.7) ( 52)

(そ の 他) (3,912) (17.3) (4,001) (15.3) ( 89)

TD 処 理 加 工 936 4.1 880 3.4 △ 55

ZACコーティング加工 456 2.0 448 1.7 △ 7

PTA 処 理 加 工 396 1.8 427 1.6 31

PVD 処 理 加 工 1,826 8.1 1,949 7.5 122

そ の 他 2,658 11.8 3,185 12.2 526

合 計 22,598 100.0 26,068 100.0 3,469
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　(2) 設備投資の状況
当連結会計年度における当社グループの設備投資額は26億78百万円でありま

す。そのうち、当社の設備投資額は15億19百万円であり、神戸市西区での新工場
建設などを行いました。また連結子会社では、特に日本コーティングセンター株
式会社と漢泰国際電子股份有限公司にて新規の設備投資を進めました。

　

　(3) 資金調達の状況
当連結会計年度は、金融機関からの経常的な調達のみであり、増資あるいは社

債発行による調達は行っておりません。なお、当連結会計年度末の借入金残高は
12億７百万円（うち短期借入金５億70百万円）であります。

　

　(4) 企業集団の財産および損益の状況の推移

区 分

平成23年度

(平成23年
４月１日から
平成24年

３月31日まで)

平成24年度

(平成24年
４月１日から
平成25年

３月31日まで)

平成25年度

(平成25年
４月１日から
平成26年

３月31日まで)

平成26年度

(平成26年
４月１日から
平成27年

３月31日まで)

(第61期) (第62期) (第63期)
当連結会計年度

(第64期)

売 上 高(百万円) 21,960 20,929 22,598 26,068

経 常 利 益(百万円) 3,282 3,058 3,656 4,889

当 期 純 利 益(百万円) 1,983 1,873 2,175 3,030

１株当たり当期純利益(円) 130.47 123.28 143.14 199.41

総 資 産(百万円) 29,998 30,071 33,507 36,646

純 資 産(百万円) 21,094 22,654 24,693 27,151

連 結 子 会 社 数(社) 4 4 4 4

(注) １．１株当たり当期純利益は期中平均発行済株式総数から自己株式数を控除して算出し
ております。

２．各期の状況は次のとおりであります。
　（第61期）

　売上高は、当社主要の溶射部門で産業機械分野、鉄鋼分野が増収となりましたが、
半導体・液晶分野が一時的なスマートフォン等の需要があったものの全般として需
要が低迷したことを主因に減収となりました。また連結子会社の日本コーディング
センター株式会社、漢泰国際電子股份有限公司がプラス要因となり、当社グループ
全体では増収となりました。
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　（第62期）

　売上高は、溶射部門で欧州金融不安や中国との関係悪化の影響を受け、主に半導
体・液晶分野、産業機械分野の受注が伸び悩み減収となりました。海外子会社３社
はすべて増収となったものの、グループ全体では前年度を下回りました。収益面で
は、全社をあげてコスト削減に努めましたが、減収の影響が大きく減益を余儀なく
されました。

　（第63期）

　売上高は、溶射加工部門が中国における需要拡大や自動車・住宅関連の活況を受
け、半導体・液晶分野、産業機械分野、鉄鋼分野とも増収となりました。また連結
子会社４社の売上が前年度を大きく上回り、グループ全体の増収に貢献しました。

　（当 期）

　当期の状況につきましては、前記「(1) 事業の経過および成果」に記載のとおり
であります。

　

　(5) 対処すべき課題
わが国の経済は、大企業を中心に業績が改善傾向にありますが、政府主導の経

済政策や成長戦略の具体化により設備投資や消費が更に喚起され、経済の好循環
が進展することが期待されます。しかし、中国等の新興国の景気減速や情勢不
安、欧州の金融不安やロシア問題等、輸出環境が不安定であり、当社を取り巻く
環境は予断を許さない状況にあります。

こうした状況のもと当社グループは、常に高品質の高機能皮膜を追求して顧客
の問題解決に貢献するとともに、事業が特定の分野・業種に集中することのない
「全天候型経営」を実現すべく、新市場の開拓を継続して行ってまいります。具
体的には以下の諸施策を実施して、経営の安定と収益力の強化を図ってまいりま
す。

①新商品・新技術の創出とコストダウンの推進
研究員や研究設備を強化するとともに、産官学連携および有力企業との技

術交流・提携を進め、表面改質のリーディングカンパニーとして顧客満足度
の高いオンリーワン技術の創出に鋭意取り組みます。また、顧客の要望に十
分応えられるよう、加工プロセスのイノベーションにより一層のコストダウ
ンを推進してまいります。

②半導体・液晶分野以外での収益の柱の開拓
半導体・液晶分野での開発をより一層強化していく必要はありますが、そ

れ以外の環境・エネルギー分野など、市場拡大が期待される分野に、当社が
保有する優れたアプリケーションを拡大展開することにより、新市場の開拓
と顧客価値の向上を図ってまいります。また、溶射加工とは異なる新たな薄
膜コーティング加工の受注拡大に注力する方針であります。
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③海外での事業展開と子会社の技術力強化
欧米やアジアなど海外市場へ当社の技術・ブランドを拡大展開すべく、技

術供与先との関係強化や新たな提携先の検討を進めてまいります。また、海
外子会社へ加工ノウハウを確実に移管するとともに、国内子会社である日本
コーティングセンター株式会社との技術連携を強化し、当社グループ全体の
技術力向上、品質向上に努める方針であります。

　
また、当社グループは、株主様、お客様をはじめあらゆるステークホルダーの

皆様との信頼関係が最重要であると認識し、コーポレートガバナンスと省エネル
ギーをはじめ環境保全への取り組みを一層強化してまいります。

株主の皆様におかれましては、今後とも格別のご支援、ご鞭撻を賜りますよう
お願い申しあげます。
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２．企業集団および当社の概況（平成27年３月31日現在）

　(1) 重要な子会社の状況

会社名 資本金 出資比率 主要な事業内容

日本コーティングセンター
株式会社

100百万円 100％ PVD処理加工品の製造販売

東華隆(広州)表面改質技術
有限公司

400万USドル 70％
溶射、溶接肉盛を主体とする表面改
質事業

東賀隆(昆山)電子有限公司 500万USドル 90％
半導体・液晶製造装置部品のメンテ
ナンスジョブを主体とする表面改質
加工

漢泰国際電子股份有限公司 3億NTドル 50％
半導体・液晶製造装置部品等への溶
射・洗浄・アルマイト等の表面改質
加工

　

　(2) 主な事業内容

当社グループは受注による溶射加工、TD処理加工、ZACコーティング加工、

PTA処理加工、PVD処理加工などの金属表面処理加工および販売業務を行ってお

ります。

　(3) 主要な事業所

当 社

本 店 ：神戸市東灘区、溶射技術開発研究所：兵庫県明石市
東 京 工 場 ：千葉県船橋市、名 古 屋 工 場 ：名古屋市緑区
神 戸 工 場 ：神戸市西区、 明 石 工 場 ：兵庫県明石市
水 島 工 場 ：岡山県倉敷市、北 九 州 工 場 ：福岡県京都郡
北関東営業所：群馬県太田市、山 梨 営 業 所 ：山梨県甲府市
神奈川営業所：横浜市港北区、静 岡 営 業 所 ：静岡県富士市
宮城技術サービスセンター：宮城県黒川郡

日本コーティングセンター
株式会社

本 店 ：神奈川県座間市、本 社 工 場 ：神奈川県座間市
一 宮 工 場 ：愛知県一宮市
営業部 ：神奈川県座間市、北関東営業所：栃木県小山市
名古屋営業所：愛知県一宮市、 関西営業所 ：神戸市東灘区
西日本営業所：福岡県京都郡

東華隆(広州)表面改質技術
有限公司

本店 工場 ：中華人民共和国広東省広州市

東賀隆(昆山)電子有限公司 本店 工場 ：中華人民共和国江蘇省昆山市

漢泰国際電子股份有限公司 本店 工場 ：台湾台南市仁徳区
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　(4) 従業員の状況

　 ① 企業集団の従業員数

従 業 員 数 前 期 末 比 増 減

824人 ＋22人

(注) 従業員数には、臨時従業員（嘱託・パートタイマーなど）251名は含まれておりません。

　 ② 当社の従業員数

従 業 員 数 前 期 末 比 増 減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

517人 ＋12人 38.5歳 13.2年

(注) 従業員数には、派遣出向者23名、臨時従業員（嘱託・パートタイマーなど）141名は含
まれておりません。

　(5) 主要な借入先

借 入 先 借入金残高

株 式 会 社 三 菱 東 京 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 555百万円

日 本 生 命 保 険 相 互 会 社 66百万円

当 社 単 体 借 入 金 合 計 621百万円

連 結 子 会 社 借 入 金 合 計 585百万円

連 結 借 入 金 合 計 1,207百万円
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３．会社の株式に関する事項
　(1) 発行可能株式総数 40,960,000株

　(2) 発行済株式の総数 15,800,000株(内、自己株式は601,108株）

　(3) 株主数 4,447名

　(4) 大株主

株 主 名 持 株 数 持株比率

BBH FOR FIDELITY LOW-PRICED STOCK FUND (PRINCIPAL
ALL SECTOR SUBPORTFOLIO)

906千株 5.96%

トーカロ従業員持株会 833千株 5.48%

CBNY-GOVERNMENT OF NORWAY 801千株 5.27%

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 632千株 4.16%

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 513千株 3.38%

STATE STREET BANK AND TRUST COMPANY 472千株 3.11%

中 平 晃 300千株 1.97%

CHASE MANHATTAN BANK GTS CLIENTS ACCOUNT ESCROW 291千株 1.92%

STATE STREET BANK AND TRUST COMPANY 505041 262千株 1.73%

西條 久美子 259千株 1.70%

（注）持株比率は、自己株式を控除して計算しております。

　(5) その他株式に関する重要な事項

該当事項はありません。

４．会社の新株予約権等に関する事項
該当事項はありません。
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５．会社役員に関する事項
　(1) 当事業年度末日における取締役および監査役

地 位 氏 名 担当および重要な兼職の状況

代 表 取 締 役 会 長 町 垣 和 夫 漢泰国際電子股份有限公司董事長

代 表 取 締 役 社 長 三 船 法 行

専 務 取 締 役 木 村 一 郎 管理本部長

常 務 取 締 役 北 秋 廣 幸 営業本部長

東華隆(広州)表面改質技術有限公司董事長
東賀隆(昆山)電子有限公司董事長

常 務 取 締 役 久 野 博 史 製造本部長

取 締 役 樽 見 哲 男 管理副本部長

取 締 役 黑 木 信 之 営業副本部長

取 締 役 伊 藤 義 康 技術総括

取 締 役 熊 川 雅 也 東京工場長

取 締 役 山 崎 優 弁護士 梅田総合法律事務所パートナー

監 査 役（常勤) 岡 隆

監 査 役（常勤) 難 波 吉　 雄

監 査 役 日 下 敏 彦 税理士 税理士法人日下事務所代表社員

監 査 役 四 井 賢 一 税理士

(注）１．取締役山崎 優氏は、社外取締役であり、株式会社東京証券取引所の有価証券上場
規程第436条の２に規定する独立役員であります。

２．監査役日下 敏彦、四井 賢一の各氏は社外監査役であり、株式会社東京証券取引
所の有価証券上場規程第436条の２に規定する独立役員であります。

３．監査役日下 敏彦、四井 賢一の各氏は税理士の資格を有しており、財務および会
計に関する相当程度の知見を有するものであります。
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　(2) 当事業年度中に就任した監査役

氏 名 地 位 就任年月日

難 波 吉　 雄 監 査 役 平成26年６月24日

　(3) 当事業年度中に退任した監査役

氏 名 地 位 退任年月日

藤 田 健 三 監 査 役 平成26年６月24日

　(4) 取締役および監査役の報酬等の総額

区 分 人 数 報酬等の総額

取 締 役 10名 213,840千円

監 査 役 ５名 44,774千円

合 計 15名 258,614千円

(注) １．上記の報酬等の総額とは別に使用人兼務取締役に対する使用人分給与（賞与を含む）
は65,367千円であります。

２．取締役および監査役の報酬額については役員報酬規程に基づき決定しております。
なお、平成18年６月22日開催の定時株主総会にて決議いただいた報酬限度額（年額）
は次のとおりであります。

取締役 240,000千円
監査役 60,000千円

３．上記の報酬等の総額のうち、社外役員（社外取締役および社外監査役）に対する報
酬等の総額は３名で10,320千円であります。
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　(5) 社外役員に関する事項

　 ① 重要な兼職先と当社との関係

社外取締役山崎 優氏の兼職先である梅田総合法律事務所と当社との間に

は特別な関係はありません。

社外監査役日下 敏彦氏の兼職先である税理士法人日下事務所と当社との

間には特別な関係はありません。

　 ② 当事業年度における主な活動状況

区分 氏 名 主な活動状況

取締役 山 崎 優

　当事業年度に開催された取締役会17回すべてに出席し、弁護
士としての専門的見地から当社の経営全般ならびに当社のコン
プライアンス体制の構築・維持についての意見を述べるなど、
取締役会の意思決定の妥当性・適正性を確保するための助言・
提言を行っております。

監査役 日 下 敏 彦

　当事業年度に開催された取締役会17回ならびに監査役会13回
のすべてに出席し、税理士として財務、会計などの見地から公
正な意見表明を行い、取締役会の意思決定の妥当性・公正性を
確保するための助言・提言を行っております。

監査役 四 井 賢 一

　当事業年度に開催された取締役会17回ならびに監査役会13回
のすべてに出席し、税理士として財務、会計などの見地から公
正な意見表明を行い、取締役会の意思決定の妥当性・公正性を
確保するための助言・提言を行っております。

　 ③ 責任限定契約の内容の概要

当社の社外取締役および社外監査役全員は、会社法第427条第１項の規定

に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結してお

ります。

当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は法令の定める額としておりま

す。
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６．会計監査人に関する事項
　(1) 会計監査人の名称

新日本有限責任監査法人

　(2) 当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額

区 分 報酬等の額

① 当社が支払うべき報酬等の額 29,000千円

② 当社および当社子会社が支払うべき金銭その他の財産上の利益
の合計額

29,010千円

(注）１．当社と会計監査人との間の監査契約においては、会社法上の監査に対する報酬等の
額と金融商品取引法上の監査に対する報酬等の額を区分しておらず、かつ、実質的
にも区分できないことから、上記①の金額はこれらの合計額を記載しております。

２．当社の海外子会社については、当社の会計監査人以外の公認会計士または監査法人
（外国におけるこれらの資格に相当する資格を有する者を含む）の監査を受けており
ます。

　(3) 非監査業務の内容

当社は、海外出向者に係る税務申告のための所得証明業務に対し、対価を支

払っております。

　(4) 会計監査人の解任または不再任の決定方針

取締役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要がある

と判断した場合は、監査役会の同意を得た上で、または監査役会の請求に基づ

いて、解任または不再任に関する議案を株主総会に付議いたします。

監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当す

ると認められる場合は、監査役全員の同意に基づき監査役会が、会計監査人を

解任します。この場合、監査役会が選定した監査役は、解任後最初に招集され

る株主総会において、解任の旨およびその理由を報告いたします。

（注） 「会社法の一部を改正する法律」（平成26年法律第90号）が平成27年5月1日に施行され
たことに伴い、会計監査人の解任又は不再任に関する議案の決定機関を、取締役会か
ら監査役会に変更しております。

　 なお、上記には事業年度中における方針を記載しております。
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７．会社の体制および方針
当社は、業務の適正を確保するための体制整備に向けた基本方針を決定してお

ります。
その内容は以下のとおりであります。

　(1) 業務の適正を確保するための体制
① 取締役・使用人の職務執行が法令・定款に適合することを確保するための
体制
１) 企業の行動指針およびコンプライアンス規程を制定し、代表取締役社長
がその精神を役職員に伝えることにより法令遵守および社会倫理の遵守を
企業活動の前提とすることを徹底する。

２) 管理本部長をコンプライアンス担当として任命し、グループ各社（当社
および当社の関係会社）を含む横断的なコンプライアンス体制の整備と実
施のため、管理本部長を委員長とするCSR委員会を設置する。CSR委員会
は、コンプライアンス上の重要な問題を審議し、その結果を取締役会に報
告する。

経営企画部はCSR委員会の事務局として活動すると共に役職員への周知
徹底を図る。内部監査部門（監査室）は経営企画部と連携の上コンプライ
アンスの状況を監査する。これらの活動は、定期的に取締役会および監査
役に報告されるものとする。

３) 従業員が直接通報することを可能とするクリーンライン委員会を設け
る。通報を受けたクリーンライン委員会はその内容の調査および対策の検
討を行い、重要な事項についてはCSR委員会に報告する。当該事項につき
CSR委員会は再発防止策を審議・決定する。

② 取締役職務の執行に係る情報の保存および管理に関する事項
文書管理規程、記録管理規程に従い、株主総会議事録、取締役会議事録、

その他取締役の職務執行に係る情報を文書または電磁的媒体に記録すると共
に、適切に保存および管理（廃棄も含む）し必要に応じて運用状況の検証、
各規程等の見直しを行う。

③ 損失の危険の管理に関する規程その他の体制
１) コンプライアンス、反社会的勢力への対応、環境、災害、品質、情報セ
キュリティ、与信管理、投融資および輸出管理等に係るリスクについて
は、それぞれの担当部署にて規則・ガイドライン・マニュアル等を作成
し、周知徹底を図る。なお、不測の事態が生じた場合は、災害対策規程に
則り、ただちに災害対策本部を設置し対策を実施する。
上記以外に新たに生じたリスクについては、取締役会においてすみやか

に対応責任者となる取締役を定め、体制を整備する。
２) CSR委員会は、組織横断的リスク管理の状況を監視し、全社的対策を検
討する。
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④ 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
以下の経営管理システムを用いて、取締役の職務執行の効率化を図る。

１) 日常の職務遂行に際しては、職務分掌規程、職務権限規程等に基づき権
限の委譲が行われ、各レベルの責任者が意思決定ルールに則り業務を遂行
することとする。

２) 取締役および監査役を構成員とする経営方針会議を設置し、重要事項に
ついて迅速な方針決定を行う。

３) 取締役会において３事業年度を期間とする中期経営計画を策定し、全社
および事業部門毎の運営方針と予算を設定する。

４) 月次・四半期の業績は、ITを積極的に活用したシステムによる管理会計
データを基に、迅速な業績管理を実施する。

５) 取締役会において月次業績の結果をレビューし、各担当取締役に予算に
対する変動要因の分析とその対策を報告させ、必要に応じて運営方針およ
び予算を修正する。

⑤ 当社および子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための
体制
１) 当社トップおよびグループ各社トップの連絡体制を整備し、情報交換お
よび方針決定を行い適正な運営に努める。

２) 当社およびグループ各社間での情報の共有化、連絡・報告等が適正かつ
効率的に行われるためのITシステムを含む体制を整備する。

３) 当社およびグループ各社における適切な内部統制システムの整備を行
い、グループ各社全体の内部統制に関する担当部署として当社経営企画部
がこれに当たる。

４) 当社取締役、部室工場長およびグループ各社の社長は、各部門の業務執
行の適正を確保する内部統制システムの確立と運用の権限と責任を有す
る。

５) 当社とグループ各社との間における不適切な取引または会計処理を防止
するため、経営企画部とグループ各社の内部監査部門が十分な情報交換を
行い、必要ある時は取締役会に報告する。

６）当社グループは、市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力お
よび 団体、個人とは一切関係を持たず、毅然とした態度で対応し、被害
の防止に努めることを定め、その旨を「コンプライアンス・ハンドブッ
ク」に記載して役職員全員に周知徹底しています。
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⑥ 監査役がその補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用
人に関する体制並びにその使用人の取締役からの独立性に関する事項
１) 監査役は、監査室所属の職員に、監査役監査に必要な業務および監査役

会事務局業務に関する事項を命令することができるものとし、監査役より
業務命令を受けた職員はその命令に関して取締役、所属長等の指揮・命令
を受けないものとする。

２) 監査役の職務を補助すべき使用人の任命・異動については監査役の同意
を必要とする。

　
⑦ 取締役および使用人が監査役に報告するための体制その他の監査役への報
告に関する体制
１) 取締役は取締役会、経営方針会議の他随時に次の事項を監査役に報告す

ることとする。
ａ 当社および当社グループに著しい損害を及ぼすおそれのある事項
ｂ 毎月の経営状況として重要な事項
ｃ 内部監査状況およびリスク管理に関する重要な事項
ｄ 重大な法令・定款違反
ｅ クリーンライン委員会の通報状況および内容
ｆ その他企業倫理・コンプライアンス上重要な事項

２) 使用人は前項ａおよびｄに関する重大な事実を発見した場合は、監査役

に直接報告することができるものとする。
　

⑧ その他監査役の監査が実効的に行われていることを確保するための体制
１) 監査役に対して、監査役監査業務がより効率的に行えるよう、監査室を
中心とした内部体制の整備・拡充に努める。

２) 監査役に対して、必要に応じて独自に弁護士、会計士等の有識者に監査
役の監査業務に関する助言や支援を受ける機会を保障する。

⑨ 財務報告の信頼性を確保するための体制
当社および子会社は金融商品取引法の定めに従い、「財務報告に係る基本

方針」を制定し、これに基づき適切な業務の運用に努めることにより、財務
報告の信頼性を確保する。

　
　(2) 会社の支配に関する基本方針

当社では、会社の財務および事業の方針の決定を支配する者の在り方に関す
る基本方針については特に定めておりません。

　
〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
(注) 本事業報告中の記載数字は、金額および持株数については表示単位未満の端数を切り捨

て、その他の数値については四捨五入しております。
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連結貸借対照表
(平成27年３月31日現在)

(単位：千円)

項 目 金 額 項 目 金 額

(資産の部) (36,646,685) (負債の部) (9,495,012)

流 動 資 産 21,526,638 流 動 負 債 8,383,447

現 金 及 び 預 金 8,403,914 支払手形及び買掛金 3,189,234

受取手形及び売掛金 8,593,060 短 期 借 入 金 570,530

有 価 証 券 2,000,000 １年内返済予定の長期借入金 364,027

仕 掛 品 959,201 リ ー ス 債 務 7,930

原 材 料 及 び 貯 蔵 品 966,204 未 払 金 442,087

繰 延 税 金 資 産 485,555 未 払 費 用 1,523,891

そ の 他 186,126 未 払 法 人 税 等 1,042,726

貸 倒 引 当 金 △ 67,425 賞 与 引 当 金 768,263

固 定 資 産 15,120,047 そ の 他 474,756

有 形 固 定 資 産 14,055,489 固 定 負 債 1,111,564

建 物 及 び 構 築 物 5,433,105 長 期 借 入 金 272,600

機械装置及び運搬具 2,275,304 リ ー ス 債 務 10,778

土 地 4,982,482 繰 延 税 金 負 債 297,217

リ ー ス 資 産 14,241 退職給付に係る負債 502,438

建 設 仮 勘 定 1,037,560 そ の 他 28,529

そ の 他 312,796 (純資産の部) (27,151,673)

無 形 固 定 資 産 467,403 株 主 資 本 25,451,821

の れ ん 69,767 資 本 金 2,658,823

そ の 他 397,636 資 本 剰 余 金 2,293,504

投 資 そ の 他 の 資 産 597,154 利 益 剰 余 金 21,272,912

投 資 有 価 証 券 371,209 自 己 株 式 △ 773,418

繰 延 税 金 資 産 92,480 その他の包括利益累計額 530,180

そ の 他 170,213 その他有価証券評価差額金 55,332

貸 倒 引 当 金 △ 36,749 為 替 換 算 調 整 勘 定 474,847

少 数 株 主 持 分 1,169,671

合 計 36,646,685 合 計 36,646,685

(注) 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結損益計算書

（平成26年４月１日から
平成27年３月31日まで）

(単位：千円)

項 目 金 額

売 上 高 26,068,072

売 上 原 価 17,103,602

売 上 総 利 益 8,964,469

販売費及び一般管理費 4,396,462

営 業 利 益 4,568,007

営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金 24,738

受 取 ロ イ ヤ リ テ ィ ー 118,864

受 取 技 術 料 31,809

為 替 差 益 130,428

そ の 他 70,007 375,849

営 業 外 費 用

支 払 利 息 39,024

支 払 手 数 料 7,059

技 術 者 派 遣 費 用 7,172

そ の 他 958 54,215

経 常 利 益 4,889,641

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 1,870

保 険 解 約 返 戻 金 881 2,752

特 別 損 失

固 定 資 産 除 売 却 損 50,568

ゴ ル フ 会 員 権 評 価 損 700 51,268

税金等調整前当期純利益 4,841,125

法人税、住民税及び事業税 1,646,724

法 人 税 等 調 整 額 △ 645 1,646,078

少数株主損益調整前当期純利益 3,195,046

少 数 株 主 利 益 164,209

当 期 純 利 益 3,030,837

(注) 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結株主資本等変動計算書

（平成26年４月１日から
平成27年３月31日まで）

(単位：千円)

株 主 資 本

資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自 己 株 式 株主資本合計

当 期 首 残 高 2,658,823 2,293,504 19,181,491 △ 773,316 23,360,502

会計方針の変更による累積的影響額 △ 141,473 △ 141,473

会計方針の変更を反映した当期首残高 2,658,823 2,293,504 19,040,018 △ 773,316 23,219,029

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △ 797,943 △ 797,943

当 期 純 利 益 3,030,837 3,030,837

自 己 株 式 の 取 得 △ 101 △ 101

株主資本以外の項目の
当期変動額(純額)

当 期 変 動 額 合 計 ― ― 2,232,893 △ 101 2,232,792

当 期 末 残 高 2,658,823 2,293,504 21,272,912 △ 773,418 25,451,821

その他の包括利益累計額

少数株主持分 純資産合計その他有価証券
評 価 差 額 金

為 替 換 算
調 整 勘 定

退職給付に係る
調整累計額

その他の包括利益
累 計 額 合 計

当 期 首 残 高 21,454 337,065 2,403 360,923 972,295 24,693,721

会計方針の変更による累積的影響額 △ 141,473

会計方針の変更を反映した当期首残高 21,454 337,065 2,403 360,923 972,295 24,552,248

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △ 797,943

当 期 純 利 益 3,030,837

自 己 株 式 の 取 得 △ 101

株主資本以外の項目の
当期変動額(純額)

33,878 137,782 △ 2,403 169,256 197,376 366,633

当 期 変 動 額 合 計 33,878 137,782 △ 2,403 169,256 197,376 2,599,425

当 期 末 残 高 55,332 474,847 ― 530,180 1,169,671 27,151,673

(注) 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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連 結 注 記 表

(連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等)

１．連結の範囲に関する事項

　連結子会社の状況

　 ・連結子会社の数 ４社

　 ・連結子会社の名称 日本コーティングセンター株式会社

　 東華隆(広州)表面改質技術有限公司

　 東賀隆(昆山)電子有限公司

　 漢泰国際電子股份有限公司

　
２．持分法の適用に関する事項

　持分法を適用しない関連会社の状況

　 ・関連会社の名称 NEIS & TOCALO (Thailand) CO.,Ltd.

　 ・持分法を適用しない理由

持分法を適用しない関連会社は、その当期純損益(持分に見合う額)

及び利益剰余金(持分に見合う額)等からみて、持分法の対象から除

いても連結計算書類に及ぼす影響が軽微であり、かつ、重要性がな

いため、持分法の適用範囲から除外しております。

　
３．連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社のうち、東華隆(広州)表面改質技術有限公司、東賀隆(昆山)電子有限公司及び

漢泰国際電子股份有限公司の決算日は12月31日であります。

連結計算書類の作成にあたっては、同日現在の財務諸表を使用し、連結決算日との間に生

じた重要な取引については、連結上必要な調整を行っております。

　
４．会計処理基準に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

　 ・有価証券の評価基準及び評価方法

　 満期保有目的の債券

償却原価法(利息法)

　 その他有価証券

　時価のあるもの 決算日の市場価格等に基づく時価法

(評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法

により算定)

　時価のないもの 移動平均法による原価法

なお、投資事業有限責任組合及びそれに類する組合への出資(金融商品取引法第２条第２項によ

り有価証券とみなされるもの)については、組合契約に規定される決算報告日に応じて入手可能な

最近の決算書を基礎とし、持分相当額を純額で取り込む方法によっております。
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　 ・たな卸資産の評価基準及び評価方法

評価基準は原価法(収益性の低下による簿価切下げの方法)によっております。

原材料、貯蔵品 移動平均法

仕掛品 個別法

　
(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

・有形固定資産

　(リース資産を除く)

当社及び国内連結子会社については、主として法人税法の規定に基づく

定率法を採用し、在外連結子会社については、主として定額法を採用し

ております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

　建物及び構築物 ３～50年

　機械装置及び運搬具 ４～10年

・無形固定資産

　(リース資産を除く)

定額法を採用しております。

なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間

(５年)に基づく定額法を採用しております。

・リース資産 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産については、

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しており

ます。

なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始

日が平成20年３月31日以前のものについては、通常の賃貸借取引に係る

方法に準じた会計処理によっております。
　
(3) 重要な引当金の計上基準

・貸倒引当金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討

し、回収不能見込額を計上しております。

・賞与引当金 従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込額を計上しております。

　
(4) その他連結計算書類の作成のための重要な事項

・退職給付に係る会計処理の方法

退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末まで

の期間に帰属させる方法については、給付算定式基準によっておりま

す。
数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法

数理計算上の差異は、発生時に全額費用処理しております。

過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の

年数(５年)による定額法により費用処理しております。
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・重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算

し、換算差額は損益として処理しております。また、外貨建その他有価

証券は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は純

資産の部におけるその他有価証券評価差額金に含めております。

なお、在外子会社の資産及び負債並びに収益及び費用は、在外子会社の

決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部にお

ける為替換算調整勘定及び少数株主持分に含めております。
　

・のれんの償却方法及び償却期間

５年間で均等償却しております。
　

・消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。

　

(会計方針の変更に関する注記)

退職給付に関する会計基準等の適用

「退職給付に関する会計基準」(企業会計基準第26号 平成24年５月17日。以下「退職給

付会計基準」という。)及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指

針第25号 平成24年５月17日公表分。以下「退職給付適用指針」という。)を、退職給付会

計基準第35項本文及び退職給付適用指針第67項本文に掲げられた定めについて当連結会計年

度より適用し、退職給付債務及び勤務費用の計算方法を見直し、退職給付見込額の期間帰属

方法を「期間定額基準」から「給付算定式基準」へ変更、割引率の決定方法を「割引率決定

の基礎となる債券の期間について従業員の平均残存勤務期間に近似した年数とする方法」か

ら「退職給付の支払見込期間及び支払見込期間ごとの金額を反映した単一の加重平均割引率

を使用する方法」へ変更いたしました。

退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱い

に従って、当連結会計年度の期首において、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の変更に

伴う影響額を利益剰余金に加減しております。

この結果、当連結会計年度の期首の退職給付に係る負債が220,293千円増加し、利益剰余

金が141,473千円減少しております。なお、当連結会計年度の損益に与える影響は軽微であ

ります。

　

(連結貸借対照表に関する注記)

１．有形固定資産の減価償却累計額 20,394,883千円
　
２．貸出コミットメント契約

当社においては、運転資金の効率的な調達を行うため、取引銀行４行と貸出コミットメン

ト契約を締結しております。
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当連結会計年度末における貸出コミットメントに係る借入未実行残高等は、次のとおりで

あります。

貸出コミットメントの総額 3,000,000千円

借入実行残高 －千円

差引額 3,000,000千円
　

(連結株主資本等変動計算書に関する注記)

１．当連結会計年度の末日における発行済株式の総数

　 普通株式 15,800,000株

　

２．当連結会計年度中に行った剰余金の配当に関する事項

決議
株式の
種類

配当金
の総額

１株当たり
配当額

基準日 効力発生日

平成26年６月24日
定時株主総会

普通株式 417,971千円 27円50銭 平成26年３月31日 平成26年６月25日

平成26年10月31日
取締役会

普通株式 379,972千円 25円00銭 平成26年９月30日 平成26年12月３日

　

３．当連結会計年度の末日後に行う剰余金の配当に関する事項

決議予定
株式の
種類

配当の
原資

配当金
の総額

１株当たり
配当額

基準日 効力発生日

平成27年６月24日
定時株主総会

普通株式
利益
剰余金

531,961千円 35円00銭 平成27年３月31日 平成27年６月25日

　

(金融商品に関する注記)

１．金融商品の状況に関する事項

当社グループは、資金運用については短期的な預金及び安全性の高い金融資産等に限定し、

銀行等金融機関からの借入により資金を調達しております。

受取手形及び売掛金に係る顧客の信用リスクは、与信管理規程に沿ってリスク低減を図って

おります。また、投資有価証券は主として株式であり、上場株式については四半期ごとに時価

の把握を行っております。

借入金の使途は運転資金(主として短期)及び設備投資資金(長期)であります。

　

２．金融商品の時価等に関する事項

平成27年３月31日(当期の連結決算日)における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差

額については、次のとおりであります。
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(単位：千円)

連結貸借対照表
計上額

時価 差額

(1) 現金及び預金 8,403,914 8,403,914 －

(2) 受取手形及び売掛金 8,593,060 8,593,060 －

(3) 有価証券及び投資有価証券

① 満期保有目的の債券 2,030,000 2,028,979 △1,020

② その他有価証券 209,595 209,595 －

資産計 19,236,570 19,235,550 △1,020

(1) 支払手形及び買掛金 3,189,234 3,189,234 －

(2) 短期借入金 570,530 570,530 －

(3) 長期借入金 636,627 636,975 347

負債計 4,396,392 4,396,739 347

(注１) 金融商品の時価の算定方法
　

資 産
(1) 現金及び預金、並びに(2) 受取手形及び売掛金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該
帳簿価額によっております。

(3) 有価証券及び投資有価証券
これらの時価について、株式は取引所の価格によっており、債券は取引所の価格

または取引金融機関から提示された価格によっております。
負 債

(1) 支払手形及び買掛金、並びに(2) 短期借入金
これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該

帳簿価額によっております。
(3) 長期借入金

長期借入金のうち、変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映し、また、
当社グループの信用状態は借入実行後大きく異なっていないことから、時価は帳簿
価額と近似していると考えられるため、当該帳簿価額によっております。固定金利
によるものは、元利金の合計額を、新規に同様の借入を行った場合に想定される利
率で割り引いた現在価値により算定しております。

(注２) 関連会社株式(連結貸借対照表計上額131,614千円)については、市場価格がなく、時価
を把握することが極めて困難と認められることから、「(3) 有価証券及び投資有価証
券」には含めておりません。

　

(１株当たり情報に関する注記)

１株当たり純資産額 1,709円47銭

１株当たり当期純利益 199円41銭
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貸 借 対 照 表
(平成27年３月31日現在)

(単位：千円)

項 目 金 額 項 目 金 額
(資産の部) (32,499,270) (負債の部) (7,718,422)
流 動 資 産 17,653,789 流 動 負 債 6,868,457

現 金 及 び 預 金 6,568,622 支 払 手 形 761,840
受 取 手 形 1,226,043 買 掛 金 2,330,078
売 掛 金 5,946,209 １年内返済予定の長期借入金 349,200
有 価 証 券 2,000,000 リ ー ス 債 務 6,767
仕 掛 品 567,811 未 払 金 419,450
原 材 料 及 び 貯 蔵 品 813,144 未 払 費 用 1,138,496
前 払 費 用 76,501 未 払 法 人 税 等 881,214
未 収 入 金 66,826 未 払 消 費 税 等 230,750
繰 延 税 金 資 産 434,710 預 り 金 69,764
そ の 他 7,918 賞 与 引 当 金 590,100
貸 倒 引 当 金 △ 53,998 設 備 関 係 支 払 手 形 88,336

固 定 資 産 14,845,481 そ の 他 2,458
有 形 固 定 資 産 11,583,746 固 定 負 債 849,964

建 物 4,654,395 長 期 借 入 金 272,600
構 築 物 122,776 リ ー ス 債 務 9,810
機 械 及 び 装 置 1,429,895 長 期 未 払 金 3,209
車 両 運 搬 具 1,161 繰 延 税 金 負 債 250,376
工 具 器 具 備 品 214,561 退 職 給 付 引 当 金 307,104
土 地 4,982,482 そ の 他 6,865
リ ー ス 資 産 12,012
建 設 仮 勘 定 166,460 (純資産の部) (24,780,848)

無 形 固 定 資 産 347,268 株 主 資 本 24,725,515
借 地 権 309,817 資 本 金 2,658,823
ソ フ ト ウ エ ア 35,383 資 本 剰 余 金 2,293,504
そ の 他 2,067 資 本 準 備 金 2,292,454

投 資 そ の 他 の 資 産 2,914,465 そ の 他 資 本 剰 余 金 1,050
投 資 有 価 証 券 239,595 利 益 剰 余 金 20,546,606
関 係 会 社 株 式 2,131,511 そ の 他 利 益 剰 余 金 20,546,606
関 係 会 社 出 資 金 475,283 別 途 積 立 金 6,220,000
破 産 更 生 債 権 等 36,737 繰 越 利 益 剰 余 金 14,326,606
長 期 前 払 費 用 8,435 自 己 株 式 △ 773,418
会 員 権 13,257 評 価 ・ 換 算 差 額 等 55,332
差 入 保 証 金 35,354 その他有価証券評価差額金 55,332
そ の 他 10,977
貸 倒 引 当 金 △ 36,688

合 計 32,499,270 合 計 32,499,270

(注) 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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損 益 計 算 書

（平成26年４月１日から
平成27年３月31日まで）

(単位：千円)

項 目 金 額

売 上 高 21,209,584

売 上 原 価 14,144,256

売 上 総 利 益 7,065,327

販売費及び一般管理費 3,374,728

営 業 利 益 3,690,599

営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金 96,138

そ の 他 395,758 491,896

営 業 外 費 用

支 払 利 息 5,721

そ の 他 22,604 28,326

経 常 利 益 4,154,170

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 1,537

保 険 解 約 返 戻 金 302 1,839

特 別 損 失

固 定 資 産 除 売 却 損 45,845

ゴ ル フ 会 員 権 評 価 損 700 46,545

税 引 前 当 期 純 利 益 4,109,464

法人税、住民税及び事業税 1,391,751

法 人 税 等 調 整 額 △ 6,560 1,385,190

当 期 純 利 益 2,724,274

(注) 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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株主資本等変動計算書

（平成26年４月１日から
平成27年３月31日まで）

(単位：千円)

株 主 資 本

資 本 金
資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

資 本 準 備 金 その他資本剰余金 その他利益剰余金

当 期 首 残 高 2,658,823 2,292,454 1,050 18,792,303

会計方針の変更による累積的影響額 ― ― ― △ 172,028

会計方針の変更を反映した当期首残高 2,658,823 2,292,454 1,050 18,620,275

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △ 797,943

当 期 純 利 益 2,724,274

自 己 株 式 の 取 得

株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 ( 純 額 )

当 期 変 動 額 合 計 ― ― ― 1,926,330

当 期 末 残 高 2,658,823 2,292,454 1,050 20,546,606
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株 主 資 本 評価・換算差額等

純 資 産 合 計
自 己 株 式 株 主 資 本 合 計 その他有価証券

評 価 差 額 金

当 期 首 残 高 △ 773,316 22,971,314 21,454 22,992,769

会計方針の変更による累積的影響額 ― △ 172,028 ― △ 172,028

会計方針の変更を反映した当期首残高 △ 773,316 22,799,286 21,454 22,820,740

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △ 797,943 △ 797,943

当 期 純 利 益 2,724,274 2,724,274

自 己 株 式 の 取 得 △ 101 △ 101 △ 101

株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 ( 純 額 ) 33,878 33,878

当 期 変 動 額 合 計 △ 101 1,926,229 33,878 1,960,107

当 期 末 残 高 △ 773,418 24,725,515 55,332 24,780,848

(注) １ その他利益剰余金の内訳 (単位：千円)

別 途 積 立 金 繰越利益剰余金 合 計

当 期 首 残 高 6,220,000 12,572,303 18,792,303

会計方針の変更による累積的影響額 ― △ 172,028 △ 172,028

会計方針の変更を反映した当期首残高 6,220,000 12,400,275 18,620,275

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △ 797,943 △ 797,943

当 期 純 利 益 2,724,274 2,724,274

当 期 変 動 額 合 計 ― 1,926,330 1,926,330

当 期 末 残 高 6,220,000 14,326,606 20,546,606

２ 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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個 別 注 記 表

(重要な会計方針に係る事項に関する注記)

１．資産の評価基準及び評価方法

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

・満期保有目的の債券

償却原価法(利息法)

・子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法

　 ・その他有価証券

時価のあるもの 決算日の市場価格等に基づく時価法

(評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法に
より算定)

時価のないもの 移動平均法による原価法

なお、投資事業有限責任組合及びそれに類する組合への出資(金融商品取引法第２条第２項によ

り有価証券とみなされるもの)については、組合契約に規定される決算報告日に応じて入手可能な

最近の決算書を基礎とし、持分相当額を純額で取り込む方法によっております。

(2) たな卸資産の評価基準及び評価方法

評価基準は原価法(収益性の低下による簿価切下げの方法)によっております。

・原材料、貯蔵品 移動平均法

・仕掛品 個別法

２．固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産

　 (リース資産を除く)

定率法を採用しております。ただし、平成10年４月１日以降に取得した
建物(建物附属設備を除く)については、定額法を採用しております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
　建物及び構築物 ３～50年
　機械装置及び車両運搬具 ４～６年

(2) 無形固定資産

　 (リース資産を除く)

定額法を採用しております。
なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間
(５年)に基づく定額法を採用しております。

(3) リ ー ス 資 産 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産については、
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しており
ます。
なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始
日が平成20年３月31日以前のものについては、通常の賃貸借取引に係る
方法に準じた会計処理によっております。

― 29 ―

定時株主総会招集通知 （宝印刷）  2015年05月19日 18時40分 $FOLDER; 29ページ （Tess 1.40(64) 20140530_01）



３．引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率
により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討
し、回収不能見込額を計上しております。

(2) 賞与引当金 従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込額を計上しております。
(3) 退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及

び年金資産の見込額に基づき計上しております。
(退職給付見込額の期間帰属方法)
退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの
期間に帰属させる方法については、給付算定式基準によっております。
(数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法)
数理計算上の差異は、発生時に全額費用処理しております。
過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定
の年数(５年)による定額法により費用処理しております。

　
４．その他計算書類作成のための基本となる重要な事項

(1) 退職給付に係る会計処理

退職給付に係る未認識過去勤務費用の会計処理の方法は、連結計算書類
における会計処理の方法と異なっております。

(2) 外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換
算差額は損益として処理しております。また、外貨建その他有価証券
は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部
におけるその他有価証券評価差額金に含めております。

(3) 消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。
　
(会計方針の変更に関する注記)

退職給付に関する会計基準等の適用

「退職給付に関する会計基準」(企業会計基準第26号 平成24年５月17日。以下「退職給
付会計基準」という。)及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指
針第25号 平成24年５月17日公表分。)を当事業年度より適用し、退職給付債務及び勤務費
用の計算方法を見直し、退職給付見込額の期間帰属方法を「期間定額基準」から「給付算定
式基準」へ変更、割引率の決定方法を「割引率決定の基礎となる債券の期間について従業員
の平均残存勤務期間に近似した年数とする方法」から「退職給付の支払見込期間及び支払見
込期間ごとの金額を反映した単一の加重平均割引率を使用する方法」へ変更いたしました。

退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱い
に従って、当事業年度の期首において、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の変更に伴う
影響額を繰越利益剰余金に加減しております。

この結果、当事業年度の期首の退職給付引当金が268,794千円増加し、繰越利益剰余金が
172,028千円減少しております。なお、当事業年度の損益に与える影響は軽微であります。
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(貸借対照表に関する注記)

１．有形固定資産の減価償却累計額 16,794,432千円

２．保証債務等

　 金融機関からの借入金に対する保証債務

　 東華隆(広州)表面改質技術有限公司 545,749千円

(全額が外貨建保証債務 28,174千人民元)

３．関係会社に対する金銭債権・債務

　 短期金銭債権 108,987千円

　 短期金銭債務 78,937千円

４．貸出コミットメント契約

運転資金の効率的な調達を行うため、取引銀行４行と貸出コミットメント契約を締結して

おります。

当事業年度末における貸出コミットメントに係る借入未実行残高等は、次のとおりであり

ます。

貸出コミットメントの総額 3,000,000千円

借入実行残高 －千円

差引額 3,000,000千円
　

(損益計算書に関する注記)

関係会社との取引高

営業取引 売 上 314,284千円

仕 入 167,434千円

その他 72,330千円

営業取引以外の取引 収入分 155,925千円

　

(株主資本等変動計算書に関する注記)

当事業年度の末日における自己株式の数

普通株式 601,108株
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(税効果会計に関する注記)

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産

賞与引当金 194,733千円

貸倒引当金 25,029千円

退職給付引当金 98,273千円

役員退職慰労金 1,026千円

たな卸資産評価損 125,291千円

合併引継土地等評価差額 53,504千円

投資有価証券評価損 12,953千円

関係会社出資金評価損 62,134千円

会員権評価損 19,694千円

一括償却資産 9,754千円

法定福利費 26,895千円

未払事業税等 65,238千円

その他 2,662千円

繰延税金資産小計 697,190千円

評価性引当額 △149,313千円

繰延税金資産合計 547,876千円

繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 22,237千円

合併引継土地等評価差額 338,114千円

その他 3,191千円

繰延税金負債合計 363,543千円

繰延税金資産の純額 184,333千円
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(関連当事者との取引に関する注記)

子会社等

属性
会社等の
名称

議決権等の
所有割合

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
(千円)

科目
期末残高
(千円)

子会社
日本コーティ
ングセンター
株式会社

直接
100.0％

加工業務の受
委託、工場の
賃貸、役員の
兼任等

土地・建物
の賃貸※ａ

17,341 ― ―

子会社
東華隆(広州)
表面改質技術
有限公司

直接
70.0％

(出資比率)

溶射加工の技
術指導、溶射
材料等の販
売、加工業務
の受委託、役
員の兼任等

債務保証
※ｂ

545,749 ― ―

(注) １ 取引金額には消費税等は含まれておりません。
２ 東華隆(広州)表面改質技術有限公司に対する債務保証額545,749千円はすべて外貨建

て(28,174千人民元)であります。
３ 取引条件及び取引条件の決定方針等

※ａ 土地・建物の賃貸料は、賃貸原価及び近隣の取引実勢等により算定した価格
をもとに、交渉したうえで決定し、契約を締結しております。

※ｂ 金融機関からの借入金に対して債務保証を行っております。なお、保証料は
受領しておりません。

４ 上記以外の取引は、重要性がないため記載を省略しております。
　

(１株当たり情報に関する注記)

１株当たり純資産額 1,630円44銭

１株当たり当期純利益 179円24銭
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書 謄本

独立監査人の監査報告書

平成２７年５月１３日

トーカロ株式会社
取 締 役 会 御 中

新日本有限責任監査法人

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 福本 千人 ㊞

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 本多 茂幸 ㊞

　当監査法人は、会社法第４４４条第４項の規定に基づき、トーカロ株式会社の平成２６年
４月１日から平成２７年３月３１日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸
借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行っ
た。

連結計算書類に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して
連結計算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚
偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制
を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書
類に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認
められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に
重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、こ
れに基づき監査を実施することを求めている。
　監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が
実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重
要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有
効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際し
て、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結計算書類の作成と適正な表示に関
連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法
並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結計算書類の表示を検討
することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断してい
る。

監査意見
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業
会計の基準に準拠して、トーカロ株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算
書類に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているもの
と認める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利
害関係はない。

以 上
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会計監査人の監査報告書 謄本

独立監査人の監査報告書
平成２７年５月１３日

トーカロ株式会社
取 締 役 会 御 中

新日本有限責任監査法人
指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 福本 千人 ㊞

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 本多 茂幸 ㊞

　当監査法人は、会社法第４３６条第２項第１号の規定に基づき、トーカロ株式会社の平成
２６年４月１日から平成２７年３月３１日までの第６４期事業年度の計算書類、すなわち、
貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書につ
いて監査を行った。

計算書類等に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して
計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬
による重要な虚偽表示のない計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するために経
営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及
びその附属明細書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般
に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に
計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得る
ために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。
　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手す
るための手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計
算書類及びその附属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用され
る。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査
法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算
書類及びその附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査に
は、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評
価も含め全体としての計算書類及びその附属明細書の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断してい
る。

監査意見
　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と
認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産
及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利
害関係はない。

以 上
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監査役会の監査報告書 謄本

監 査 報 告 書

当監査役会は、平成２６年４月１日から平成２７年３月３１日までの第６４期事業年度

の取締役の職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の結果、

監査役全員の一致した意見として、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

１． 監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容

　監査役会は、当期の監査方針、監査計画等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結

果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について

報告を受け、必要に応じて説明を求めました。

　各監査役は、監査役会が定めた監査役監査要綱に準拠し、当期の監査方針、監査計画等

に従い、取締役、内部監査部門その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査

の環境の整備に努めるとともに、取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人

等からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書

類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査いたしました。

また、事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確

保するための体制その他株式会社の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法

施行規則第100条第1項及び第3項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当

該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について、取締役及び使用人等

からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意

見を表明いたしました。

　子会社については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必

要に応じて子会社に赴き事業の報告を受けるとともに、その業務及び財産の状況を調査い

たしました。以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書につ

いて検討いたしました。

さらに、会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視

及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に

応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確

保するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理

基準」（平成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必

要に応じて説明を求めました。以上の方法に基づき、当該事業年度に係る計算書類（貸借

対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに

連結計算書類(連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注

記表）について検討いたしました。

― 36 ―

定時株主総会招集通知 （宝印刷）  2015年05月19日 18時40分 $FOLDER; 36ページ （Tess 1.40(64) 20140530_01）



２．監査の結果

　 (1) 事業報告等の監査結果

一 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示し

ているものと認めます。

二 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大

な事実は認められません。

三 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、

当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行に

ついても、指摘すべき事項は認められません。

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果

会計監査人新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めま

す。

　 (3) 連結計算書類の監査結果

会計監査人新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めま

す。

平成２７年５月１８日

トーカロ株式会社 監査役会

監査役（常勤） 岡 隆 ㊞

監査役（常勤） 難波 吉雄 ㊞

社 外 監 査 役 日下 敏彦 ㊞

社 外 監 査 役 四井 賢一 ㊞

以 上
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株主総会参考書類

　 議案および参考事項

　 第１号議案 剰余金の処分の件

剰余金の処分につきましては、以下のとおりといたしたいと存じます。

　 期末配当に関する事項

　当社は、株主の皆様に対する利益還元を経営の重要政策として位置づけ

ており、収益力の向上を通じて企業体質の強化を図りながら、安定的な配

当の継続を重視するとともに、業績に裏付けられた成果の配分を行うこと

を基本方針としております。

　当期末の配当につきましては、以下のとおりといたしたいと存じます。

　 (1) 配当財産の種類

　金銭

　 (2) 配当財産の割り当てに関する事項およびその総額

　当社普通株式１株につき金 35円

　配当総額 531,961,220円

　なお、当社は中間配当として当社普通株式１株につき25円をお支払

いしておりますので、年間の配当金は１株につき60円となります。

　 (3) 剰余金の配当が効力を生じる日

　平成27年６月25日
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　 第２号議案 取締役12名選任の件

本総会終結の時をもって取締役全員（10名）の任期が満了いたします。

　つきましては経営体制の強化を図るため、２名増員し取締役12名の選任

をお願いいたしたいと存じます。

　取締役候補者は次のとおりであります。

候補者
番号

氏 名
(生 年 月 日)

略歴、地位、担当および重要な兼職の状況
所有する当社
の株式の数

１ 町
まち

垣　
がき

和 夫
かず お

(昭和26年５月11日)

平成７年７月 当社東京工場長

62,400株

平成11年９月 同明石工場長
平成17年６月 同取締役製造副本部長
平成19年６月 同代表取締役社長
平成25年６月 同代表取締役会長

現在に至る
（重要な兼職の状況）
漢泰国際電子股份有限公司董事長

２ 三
み

船　
ふね

法 行
のり ゆき

(昭和30年５月３日)

平成13年４月 当社北九州工場長

31,100株

平成17年４月 同明石工場長
平成19年６月 同取締役明石工場長
平成21年６月 同取締役製造副本部長
平成24年６月 同常務取締役製造本部長
平成25年６月 同代表取締役社長

現在に至る

３ 木
き

村　
むら

一 郎
いち ろう

(昭和26年６月５日)

平成18年１月 ㈱三菱東京UFJ銀行より当社転
籍

25,900株

平成19年６月 同取締役経営企画室長
平成21年６月 同取締役管理本部長
平成24年６月 同常務取締役管理本部長
平成25年６月 同専務取締役管理本部長

現在に至る

４ 北
きた

秋　
あき

廣 幸
ひろ ゆき

(昭和27年８月１日)

平成５年４月 当社明石工場営業部長

40,500株

平成19年６月 同取締役営業副本部長
平成25年６月 同常務取締役営業本部長

現在に至る
（重要な兼職の状況）
東華隆（広州）表面改質技術有限公司董事長

東賀隆（昆山）電子有限公司董事長
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候補者
番号

氏 名
(生 年 月 日)

略歴、地位、担当および重要な兼職の状況
所有する当社
の株式の数

５ 久
ひさ

野　
の

博 史
ひろ し

(昭和29年12月22日)

平成14年６月 当社東京工場製造部長

20,700株

平成18年７月 同明石工場製造部長

平成21年６月 同取締役明石工場長
平成25年６月 同取締役製造本部長
平成26年10月 同常務取締役製造本部長

現在に至る

６ 樽
たる

見　
み

哲 男
てつ お

(昭和29年２月９日)

昭和51年４月 日本楽器製造㈱（現 ヤマハ
㈱）入社

12,000株
平成18年12月 ヤマハ㈱退職
平成19年５月 当社入社 総務部長
平成21年６月 同取締役管理副本部長

現在に至る

７ 黑
くろ

木　
き

信 之
のぶ ゆき

(昭和29年11月21日)

平成13年４月 当社東京工場営業部長

25,900株

平成17年４月 同東京工場長
平成23年６月 同取締役
平成25年６月 同取締役営業副本部長

現在に至る

８ 伊
い

藤　
とう

義 康
よし やす

(昭和26年12月29日)

昭和54年４月 東京芝浦電気㈱（現 ㈱東芝)
入社

4,000株

平成23年12月 ㈱東芝退職
平成24年２月 当社入社
平成24年４月 同溶射技術開発研究所長
平成25年６月 同取締役溶射技術開発研究所長
平成26年10月 同取締役技術総括

現在に至る

９ 熊
くま

川　
かわ

雅 也
まさ や

(昭和29年５月17日)

平成14年６月 当社明石工場製造部長

20,900株

平成18年７月 同東京工場製造部長
平成23年４月 同東京工場長
平成25年６月 同取締役東京工場長

現在に至る

10
※

進
しん

　 英
ひで

　 俊
とし

（昭和34年３月５日）

平成21年４月 当社北九州工場部長

12,000株
平成21年10月 同明石工場製造部長
平成25年４月 同明石工場長

現在に至る
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候補者
番号

氏 名
(生 年 月 日)

略歴、地位、担当および重要な兼職の状況
所有する当社
の株式の数

11 山
やま

崎
さき

　 優
まさる

（昭和24年７月21日）

昭和56年４月 弁護士登録
鎌倉法律事務所入所

―株

昭和62年４月 梅田総合法律事務所を共同で設
立

平成23年６月 当社取締役
現在に至る

（重要な兼職の状況）
梅田総合法律事務所パートナー

12
※

佐
さ

伯
えき

武 彦
たけ ひこ

（昭和12年８月８日）

昭和36年４月 川崎航空機工業㈱（現 川崎重
工業㈱）入社

―株

平成元年４月 Kawasaki Motors Manufacturing

Corp. U.S.A 社長

平成９年６月 川崎重工業㈱取締役
平成15年４月 同代表取締役副社長
平成17年５月 川崎重工業㈱退任
平成23年８月 北条鉄道㈱取締役
平成24年６月 同取締役副社長

現在に至る

(注) 1. 当社と各候補者との間には、特別の利害関係はありません。なお、「候補者番号」欄
に※があるのは新任取締役候補者であります。

2. 山崎 優、佐伯 武彦の各氏は社外取締役候補者であります。
3. (1)山崎 優氏を社外取締役候補者とした理由は、同氏は過去に当社の社外取締役を

勤め、当社事業内容をよく理解しております。また、弁護士としての幅広い経験と
見識を有していることから、社外取締役候補者とするものであります。
(2)佐伯 武彦氏を社外取締役候補者とした理由は、同氏はアメリカ企業の社長、上
場企業の取締役、代表取締役を歴任して培われた経営に関する高い見識や幅広い経
験を有しており、当社取締役会の一層の機能強化が期待されることから、社外取締
役候補者とするものであります。

4. 山崎 優氏の当社社外取締役就任期間は本総会終結の時をもって４年となります。
5. 山崎 優氏と当社とは会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の

損害賠償責任を限定する契約を締結しております。同氏の再任が承認された場合に
前記責任限定契約を継続する予定であります。当該契約に基づく損害賠償責任の限
度額は法令の定める額としております。また、佐伯 武彦氏が選任された場合は、
同氏との間で同様の責任限定契約を締結する予定であります。

6. 当社は、山崎 優氏を株式会社東京証券取引所の定めに基づく独立役員として届け
出ております。また、佐伯 武彦氏は、同取引所の定めに基づく独立役員の要件を
満たしており、同氏を独立役員として同取引所に届け出る予定であります。
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　 第３号議案 監査役１名選任の件

　監査役四井 賢一氏は、本総会終結の時をもって辞任されますので、監
査役１名の選任をお願いするものであります。
　なお、中田 琢也氏は四井 賢一氏の補欠として選任されることになり
ますので、その任期は当社定款の定めにより、退任された監査役の任期の
満了すべき時までとなります。
　また、本議案につきましては、あらかじめ監査役会の同意を得ておりま
す。
　監査役候補者は、次のとおりであります。

氏 名
（生 年 月 日）

略歴、地位および重要な兼職の状況
所有する当社
の 株 式 の 数

　 中
なか

田　
た

琢
たく

也　　
や

　 (昭和27年１月21日）

昭和45年４月 大阪国税局 入局
平成19年７月 天王寺税務署 署長
平成22年７月 住吉税務署 署長
平成24年７月 同退官
平成24年８月 税理士登録
平成24年８月 中田琢也税理士事務所開設
　 現在に至る

―株

(注)１．候補者と当社の間には、特別な利害関係はありません。

２．中田 琢也氏は社外監査役候補者であります。

３．中田 琢也氏を社外監査役候補者とした理由は、過去の経歴で培われた税務に関する

豊富な知識と経験を有するとともに、税理士として財務、会計の専門知識を有してい

ることから、社外監査役候補者とするものであります。なお、同氏が選任された場合

には、株式会社東京証券取引所の定めに基づく独立役員の要件を満たしており、同氏

を独立役員として同取引所に届け出る予定であります。

４．中田 琢也氏が監査役に就任した場合には、会社法第423条第１項の損害賠償責任を限

定する契約を締結する予定であります。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は法

令の定める額としております。
　
　 第４号議案 取締役の報酬額改定の件

　当社の取締役の報酬額は、平成18年６月22日開催の第55回定時株主総会

において、報酬限度額（年額）240,000千円とご承認いただき今日に至っ

ておりますが、この度の取締役の増員を勘案し、取締役の報酬限度額（年

額）を300,000千円(うち社外取締役分は20,000千円）に改定することにつ

き、ご承認をお願いするものであります。なお、従来どおり使用人兼務取

締役の使用人分の給与は含まないものといたしたいと存じます。また、現

在の取締役は10名（うち社外取締役1名）でありますが、第２号議案が原

案どおり承認可決されますと、取締役が12名（うち社外取締役２名）とな

ります。
　 以 上
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神戸市営地下鉄

至岡山

至神戸空港

至新大阪新幹線 新神戸駅

三宮駅 三ノ宮駅

貿易センター駅 阪神電鉄

北埠頭駅

中埠頭駅

阪急電鉄

ＪＲ西日本

至梅田

至梅田

至大阪

Ｎ

ポートアイランド

港島中学校港島小学校 港島幼稚園
みなとじま駅

市民広場駅

市民広場

青少年
科学館

国際交流会館

神戸商工会議所

クオリティホテル神戸

南公園駅

中公園駅

ポ
ー
ト
ラ
イ
ナ
ー

神
戸
大
橋

ポートターミナル駅

ポートピアホテル

株主総会会場ご案内

　 会 場 ： 神戸市中央区港島中町六丁目10番地１

ポートピアホテル 本館地下１階 偕楽の間

(前回と会場が異なりますので、お間違えのないようにご注意願います。)

　 電話（078）302―1111 (代表)

　
　

　 最寄駅 ： 神戸新交通 ポートアイランド線（ポートライナー）

　  「三宮駅」から「市民広場駅」まで約12分

　  「市民広場駅」から徒歩約３分

※ シャトルバスのご案内

　 ＪＲ三ノ宮駅南側「ミント神戸１階（三宮バスターミナル）」からポートピア

　 ホテル行きシャトルバスが運行されています。詳しくはポートピアホテル

　 ホームページ、または電話（078―302－1111）にてご確認ください。
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